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要旨：本研究では，凍害に影響を及ぼす膨大な因子の中から比較的重要と思われる外部環境因子の絞り込み

を行い，7 つの因子を抽出した。次に，既に提案がなされている劣化予測手法の中から代表的な手法を選定し，

実構造物の劣化状況との比較を行い，その適用性について検討を試みた。その結果，ASTM 相当サイクルで

は算出年が実際の供用年数をすべて下回っているが，基準化凍結融解サイクルでは算出年が実際の供用年数

を上回るものがあった。 
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1. はじめに 

 寒冷地のコンクリート構造物が受ける被害の一つに，

凍害の単独劣化と，凍害と塩害による複合劣化（以下，

「複合劣化」という。）がある。凍害による被害は，温

度変化が大きく，水の供給を受けやすいコンクリート構

造物の表層や端部に集中しやすい。そのため，外部から

供給される水や塩化物イオンなど劣化因子の浸透速度

の増加に伴う鋼材腐食の助長が強く懸念される。 

 一方，コンクリート構造物の設計体系は，供用期間内

における構造物の耐久性を設計段階から照査する性能

照査型設計法へ移行しつつある。照査を合理的に行うに

は，凍害の進行を予測できるモデルが必要となる。凍害

は，凍結融解サイクルに加え，温度，飽水度，塩分など

数多くの要因が複雑に組み合わさって発生する。 

 そこで，本研究では精度の高い劣化予測手法および耐

久設計法を確立するために，凍害に影響を及ぼす膨大な

因子の中から比較的重要と思われる外部環境因子の絞

り込みを行った。 

次に，既に提案がなされている劣化予測手法の中から

代表的な手法を選定し，実構造物の劣化状況との比較を

行い，その適用性について検討を試みた。 

 

2. 外部環境因子に関する検討 

2.1 調査方法 

 凍害，複合劣化の進行に影響を与える重要な因子の絞

り込みを図ることを目的に，過去 20 年間に発表された

凍害，複合劣化を扱った論文・著書を収集し，それらの

調査・分析を行った。一般に，凍害に及ぼす影響因子は，

材料因子（水セメント比など），外部環境因子の二種に

大別されるが，今回は外部環境因子に着目して調査を行

った。 

 論文調査では，コンクリートに関する学術・技術上の

代表的な学協会から発刊されている年次講演概要集・論

文集より，凍害および複合劣化に及ぼす影響因子ならび

に劣化度の評価方法を扱った論文を収集した。収集に当

たっては，できるだけ広範囲かつ最新の情報を把握する

ため，1980 年以降に発表されたものを検討の対象とした。 

2.2 調査結果 

 はじめに，凍害，複合劣化に関する国内発表論文を 

約 540 編選定した。ただし，軽量コンクリートなど特殊

コンクリートを扱ったものなどは対象外とし，最終的に

約 370 編に絞り込んだ。これらの論文について，実験変 

数として採用されている環境要因について調べた結果

を図－1 に示す。ただし，併記している数値は論文数の

割合であって，重要度を表すバロメータではない。なお，

一編の論文で因子が重複している場合は，それぞれの因

子に対して 1 編ずつカウントしている。 

 採用されている環境要因の中で最も多いものは凍結

融解回数で 97 編（全体の 26%），次いで最低温度が 71

編（19%），海水作用が 66 編（18%），水分・乾燥が 62

編（17%），凍結防止剤が 41 編（11%），日射・方位が 14

編（4%）で，その他として積算温度，温度保持，風速，

雪，標高などが数編あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 論文で採用されている環境要因 

*1 (独)土木研究所寒地土木研究所 
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 一方，著書調査では，環境要因のことが述べられてい

る代表的な著書を調査した結果，表－1 に示すとおり，

論文調査での傾向と同様に凍結融解回数，最低温度，水

分については全ての著書で取り上げられていた。また，

その他の環境要因として日射，凍結持続日数，凍結速度，

乾燥，風が取り上げられていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，収集した論文・著書の中で各種環境要因がコン

クリートの凍害に及ぼす影響について述べられていた

主な知見を整理した結果を以下に示す。 

(1) 凍結融解回数 

 凍結融解試験では，配合によって相対動弾性係数が

300サイクル終了時に 80%以上でも凍結融解回数 2000回

では 60%以下になる場合がある 5)等が報告されており，

凍結融解回数は凍害劣化に大きく影響する要因である。

なお，このように初期に劣化の兆候をみせず，ある段階

から劣化を示すものがあることから，凍結融解繰返しは

劣化を蓄積させる以外にも試験体の含水率を上昇させ

ることがある 6)と考えられる。 

 実環境においても，竣工後から数年は健全なものでも

年月を経て凍害が発生・進行していくこと，冬季に日射

の影響で融解する南面の凍害劣化が多いこと 3)等は，凍

結融解回数の影響と考えることができる。しかしながら，

実環境における凍結融解回数の影響について定量的に

明らかにしている研究は少ない。 

(2) 最低温度 

 最低温度を変えた凍結融解試験がいくつかの研究たとえ

ば 7),8)の中で行われており，最低温度が低いほど劣化の進

行は顕著という認識が共通していた。これは，最低温度

が低くなるとコンクリート中の凍結水量が多くなる 9)こ

とが考えられる。また，耐凍害性の良いコンクリートで

は最低温度の影響が小さいという結果 10)も報告されて

おり，コンクリート種別によって影響程度が異なること

も考えられる。 

 実環境においても地域の最低気温が低い地域の凍害

劣化が著しい 3)ことは，最低温度が凍害劣化に大きく影

響していることを示すものといえる。 

(3) 風 

 風の影響として雪を付着させて湿潤状態とすること，

部材の表面を急激に冷やすこと等が考えられる。なお，

気温の低下とともに，風作用によりコンクリートの温度

がさらに低下する 3)可能性もある。 

(4) 凍結持続時間 

 凍結持続時間については，最低気温が－4.5℃の状態が

433 分，－5.0℃が 306 分，－5.5℃が 233 分，－6.0℃が

220 分，－6.5℃が 193 分持続すると，コンクリート中の

水溶液は凍結する可能性がある 9)という指摘を行ってい

る研究があったものの，全体としては，凍結持続時間が

凍害劣化に与える影響は小さいとされており，実構造物

においても同様に影響は小さいとされていた。 

(5) 凍結速度 

 凍結速度を変えた凍結融解試験では，いくつかの研究

たとえば 1),11)で，凍結速度が大きい程，劣化程度が大きいと

されていた。これは，凍結時間が短く氷の形成に伴って

発生する水圧が緩和されにくいこと，冷却速度が大きい

ものは表面付近と内部の温度差が常にあったことなど

が原因と考えられている。また，凍結速度とセメント種

類に着目した研究 12)では，普通ポルトランドセメントで

は，凍結速度による相対動弾性係数の低下の差は小さく，

高炉セメントでは，凍結速度が遅いほど相対動弾性係数

の低下が小さいとされていた。これは高炉セメントでは，

微粉末により粗大経側の割合が減ったこととポゾラン

反応による強度増進のためと考えられている。 

 一方，実構造物においては室内試験ほど冷却速度が大

きくないため，凍結速度の影響は小さい 1),3)とされてい

た。 

(6) 水分 

 水分の影響に関しては，コンクリートの飽水度が 85

～90%以上になると耐凍害性が得られなくなる 13)が，飽

水度が低い条件となる空気中においては凍結融解作用

を 1500 サイクル与えても，劣化の進行は緩慢で，相対

動弾性係数はわずかしか低下しない 14)とされており，凍

害劣化においては凍結融解回数などよりも水分の影響

が大きいことを強調する論文が多かった。 

 また，実環境においても，耐凍害性に劣るコンクリー

トを架台に 12 年暴露しても，相対動弾性係数の低下は

ほとんど認められなかったとする報告 2)や気象観測所の

凍結融解サイクル数がほぼ同値でも，実構造物の被害は

場所によって異なる 15)とされており，自然環境下での劣

化は，最低気温や凍結融解回数以上に水分の供給・保持

条件の影響が大きいとされていた。 

(7) 乾燥 

 乾燥や乾湿繰返しについては，乾燥温度が高いほど限

界飽水度が低くなり耐凍害性は低下するという報告 16)

表－1 著書で取り上げられていた環境要因

文献1) 文献2) 文献3) 文献4)

凍結融解回数 ○ ○ ○ ○

最低温度 ○ ○ ○ ○

日射 ○

凍結持続日数 ×

凍結速度 × ×

乾燥 ○

水分 ○ ○ ○ ○

風 ○

×）影響が小さいと記述されているもの
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や 20℃程度の軽微な乾湿繰り返しであっても耐凍害性

は低下するなどの報告 17)がなされており，乾燥や乾湿繰

返しが耐凍害性にマイナスの作用を与えることが主に

述べられていた。このメカニズムについて，コンクリー

トが乾燥を受けると，ペーストのシリケートアニオンの

配列に異変が生じ，その結果，細孔構造が粗くなるため

とする報告 18)があった。 

(8) 日射 

 日射についてはコンクリートの温度変化に影響を及

ぼし，凍結融解回数の増加につながるため，その影響は

大きい 19)とされていた。このように，環境要因として日

射の重要性を指摘する報告があるものの，凍結融解回数

や最低温度に比べて日射に関する報告は少ない。これは，

室内試験で日射を再現させることが難しいことが理由

として考えられる。 

 以上の結果から，凍害に影響を及ぼす比較的重要と思

われる外部環境因子は下記のようにまとめられる。 

(1) 凍結融解回数 

(2) 最低温度 

(3) 水の供給 

(4) 乾燥（乾湿） 

(5) 日射（方位） 

(6) 風 

 

3. 劣化予測に関する検討 

3.1 劣化予測手法についての概要 

 凍害劣化に関して，既に提案がなされている代表的な

劣化予測手法の中から前章で絞り込みを行った外部環

境因子を比較的多く考慮している「ASTM 相当サイクル」
20)および「基準化凍結融解サイクル」21)を選定し，実構

造物の劣化状況との比較を行い，その適用性について検

討を試みた。 

 なお，それぞれの劣化予測手法の概要は以下のとおり

である。 

(1) ASTM 相当サイクル数 

 ある地域の気象条件下でコンクリートが 1 年間に受け

る凍結融解作用を，ASTM C-666 A 法の標準条件の凍結

最低温度である－18℃を基準とした ASTM 相当サイク

ル数として表す実験式(1)を導出し，耐用年数を推定する

手法である。 

Cy ASTM-sp= C×F×Rsp 

     = C×F×s×p×Ra 90 (1) 

 ここに，Cy ASTM-sp：ASTM 相当サイクル数（回／年），

C：養生条件に関する係数，F：凍結融解条件に関する係

数，Rsp：Σ(－ts／18)β，ts：凍結最低温度(℃)，β：定

数，s：日照条件に関する係数，p：劣化過程係数，Ra 90：

気温による ASTM 相当サイクル数 

(2) 基準化凍結融解サイクル 

 最低温度と水セメント比の関係である凍結細孔量比

（全細孔量に対する凍結細孔量の比）と破壊サイクル数

（相対動弾性係数が 60%を下回る凍結融解回数）の対数

との間に線形関係を見出している。さらに，簡単に測定

できない凍結細孔量比を最低温度およびセメント水比

で表し，それと破壊サイクル数の関係を見出している。

次に，式(2)，式(3)に示すように，基準となる水セメント

比および最低温度に対して，他の水セメント比，最低温

度における破壊サイクル数との比をとり，これを重み係

数として水セメント比，最低温度別の凍結融解サイクル

数に掛け合わせた「基準化凍結融解サイクル」を用いる

ことにより，最低気温が不規則な自然環境下においても

最低温度の影響を考慮することができ，任意の最低温度

下における劣化曲線が推定でき，室内促進試験結果と自

然暴露試験結果の対比を可能としている。 

φ =Nd([C/W]st，[θ]st)／Nd([C/W]t，[θ]t) (2) 

Ni’= φ・Ni (3) 

 ここに，φ：重み係数，Nd([C/W]t，[θ]t)：目的とする

コンクリートのセメント水比および最低温度の破壊サ

イクル数，Nd([C/W]st，[θ]st)：基準とするコンクリート

のセメント水比および最低温度の破壊サイクル数，

Ni’：基準化凍結融解サイクル数，Ni：凍結融解サイク

ル数 

3.2 実構造物の凍害劣化状況調査 

(1) 調査構造物の概要 

 調査は図－2 に示す A，B，C 橋の橋台竪壁側面および

ウイングの凍害劣化部（以下，「劣化部」という。）を対

象として行った。A，B 橋は昭和 47 年，C 橋は昭和 33

年に架設され，調査時点で 34～48 年が経過しており，

冬季には最低気温が約－20℃となる地域に架設されて

いる。この地域においては，コンクリートの凍結温度を

－2℃22)とした場合の凍結融解回数は，時間毎の気温のみ

での判断ではあるが，1 年で約 80 回，経過年数で換算す

ると約 2700～3800 回程度となる。いずれの劣化部も写

真－1 に示すように凍害劣化を受け，表面は粗骨材がい

くつか露出している状態であった。また，比較のために 

A 橋の橋台竪壁前面の健全部についても調査を行った。 

 
 図－2 位置図    写真－1 A 橋竪壁側面 

A,B,C 橋 

架設位置
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(2) 調査方法 

 劣化部および健全部から採取したコア（φ =10cm，

L=10cm，）について直径方向の超音波伝播速度測定を行

った。なお，後で比較を行う劣化予測手法の算出結果が

コンクリート表層部分を想定していることから，測定は

深触子の径（φ =2cm）を考慮し，コア表面から深さ 1.3cm

のところで測定を行った。 

(3) 調査結果 

 超音波伝播速度測定結果を表－2 に示す。超音波伝播

速度の絶対値による評価基準として健全なコンクリー

トの一般的な超音波伝播速度は 4000m/s 以上とされてお

り23),健全部であるA橋のNo.3および比較的供用年数の

短い C 橋の No.1 を除く，全ての部分で 4000m/s を下回

っていることから，これらの部分は，凍害劣化を受け，

超音波伝播速度の低下を生じているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 実構造物と劣化予測の比較 

(1) 比較方法の概要 

 実構造物と劣化予測の比較は以下のように行った。 

a. 実構造物の架設環境および配合等を加味して，3.1 の

劣化予測手法毎の相対動弾性係数と時間（供用年数）の

関係を求める。 

b. 実構造物における超音波伝播速度測定値の相対動弾

性係数への換算を行う。 

c. b.で求めた相対動弾性係数に達する年数を劣化予測手

法毎に求める。 

d. c.で求めた年数と実構造物の経過年数を比較した。 

(2) 室内促進試験 

 予測に当たり実構造物（橋台）に使用されたコンクリ

ートに対する室内促進試験データが必要なことから，橋

台に使用されている標準的な配合で供試体を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

配合は，北海道開発局道路橋設計要領 24)のRC-1に準じ，

水セメント比 55%，単位セメント量 280kg/m3とした。な

お，事前に行った実構造物コアの空気量等に関する調査

結果（表－2）から，供試体の作成に当たり AE 剤は使用

しなかった。 

 凍結融解試験は ASTM C666 （A 法）に準じて行った。

結果を図－3に示す。この結果から相対動弾性係数が 90

および 60%に達するのは，それぞれ 3.4cyc および 13.8cyc

である。 

(3) ASTM 相当サイクルの算出 

 橋梁架設位置に近い北見枝幸の 1971～2000 年までの

30 年間のアメダスデータを用い，係数 C については養生

時の温度より「30℃乾燥」，係数 F については劣化部が

橋台の鉛直面であり，水中凍結を生じる状況でないこと

を考慮し「気中凍結水中融解」の値を用いると北面，南

面の ASTM 相当サイクルはそれぞれ以下のとおりとな

る。 

1) 北面の場合 

  30℃ 気中  北  気象データから 

                求めた Ra90 

CyASTMc90 =  C × F × S × p ×Ra90 

      = 0.14 ×0.21 ×1.0 ×1.0 ×  8.4 

      = 0.25 回／年 

CyASTMc60 =  C × F × S × p ×Ra90 

      = 0.45 ×0.23 ×1.0 ×1.64 ×  8.4 

      = 1.43 回／年 

2) 南面の場合 

  30℃ 気中  南 

CyASTMc90 =  C × F × S × p ×Ra90 

      = 0.14 ×0.21 ×1.45 ×1.0 ×  8.4 

      = 0.36 回／年 

CyASTMc60 =  C × F × S × p ×Ra90 

      = 0.45 ×0.23 ×1.45 ×1.64 ×  8.4 

      = 2.08 回／年 

 室内促進試験の結果とこれらの結果から相対動弾性

係数が 90 および 60%に達する年数を算出すると，以下

のようになる。 

1) 北面の場合 

 X90 = 3.4  ／ 0.25 =13.9 年 

 X60 = X90 ＋ 13.8 ／ 0.25 =21.1 年 

2) 南面の場合 

 X90 = 3.4  ／ 0.36 = 9.6 年 

 X60 = X90 ＋ 13.8 ／ 2.08 =14.6 年 

(4) 基準化凍結融解サイクルの算出 

 ASTM 相当サイクルと同様に，北見枝幸の 1971～2000

年までのアメダスデータを用いて，水セメント比

W/C=55%，最低温度-18℃の基準化凍結融解サイクル数

表－2 超音波伝播速度測定結果 

コア 架設 供用 VL 空気量
番号 年度 年数 (m/s) (%)
No.1 47 34 北西 3659 -

No.2 47 34 北西 3684 0.35

No.3 47 34 桁下 4203 -

No.1 47 34 南 3711 1.01

No.2 47 34 北 3485 -

No.1 52 29 北 4012 0.41

No.2 33 48 南 3671 0.24

※VL(m/s)はコア深さ1.3cmの超音波伝播速度測定結果。

　なお、Ａ橋のNo.3は健全部である。

橋名 採取位置 方位

A橋

A1ウイングＬ側

A1竪壁Ｌ側

A1竪壁正面

B橋
A1ウイングＲ側

A2ウイングＬ側

C橋
A1ウイングＬ側

A1ウイングＲ側
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図－3 凍結融解試験結果 
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N’を算出すると N’=0.97 回/年となり，北面，南面の

基準化凍結融解サイクル数はそれぞれ以下のとおりと

なる。 

1) 北面の場合 

       北    気中 

   NN = 1／ 1.45 × 1／2.4 × 0.97 = 0.28 回／年 

2) 南面の場合 

       南    気中 

   NS = 1／ 1.00 × 1／2.4 × 0.97 = 0.40 回／年 

 また，室内促進試験の結果とこれらの結果から相対動

弾性係数が 90 および 60%に達する年数を算出すると，

以下のようになる。 

1) 北面の場合 

 X90 =  3.4 ／ 0.28 = 12.4 年 

 X60 = 13.8 ／ 0.28 = 49.5 年 

2) 南面の場合 

 X90 =  3.4 ／ 0.40 = 8.5 年 

 X60 = 13.8 ／ 0.40 = 34.1 年 

 (5) 超音波伝播速度の相対動弾性係数への換算 

 緒方ら 25)は実験式である式(4)を用いて動弾性係数を

求め，式(5)から相対動弾性係数を求める方法を提案して

いる。本報においてもこの方法を用いて相対動弾性係数

を求めた。なお，Edoの算出では健全とみなせる箇所の超

音波伝播速度として A 橋の No.3 のデータを用いた。算

出結果を表－3 に示す。 

Ed = 4.0387V 2－14.438V＋20.708 (4) 

相対動弾性係数 (%) = 
do

dn

E
E

×100 (5) 

ここに，Edn：供用中のコンクリート構造物における動弾

性係数(GPa)，Edo：供用開始直後のコンクリート構造物

における動弾性係数，もしくは供用開始直後の測定値が

ない場合は供用中のコンクリート構造物において健全

とみなせる箇所の動弾性係数(GPa)，V 超音波伝播速度

(km/s) である。 

(6) 実構造物データと予測結果の比較と考察 

 (5)で求めた相対動弾性係数に達する年数を前述の予

測手法毎に算出した結果を表－3 に示す。なお，A 橋の

No.1，2 の方位は「北西」であるが，年数の算出に当た

っては，便宜的に北面とした。また，この算出した年数

と実際の供用年数の関係をグラフ化したものを図－4 に

示す。 

 実構造物の劣化程度については，A 橋の No.1，2 は同

方位であるため，ともに同程度である。B 橋の No.1，2

は同部位であるが，方位が南と北である。一般的に日射

の影響により凍結融解回数が増加するため南面の方が

劣化は進みやすいとされているが，南面の No.1 よりも北

面の No.2 の方が劣化は進んでいる。A 橋と B 橋の供用

年数はほぼ同じであるが，同じ北面のウイングである A

橋の No.1 と B 橋の No.2 を比べると B 橋の方が劣化程度

は大きい。これは A 橋の No.1 は車道側，B 橋の No.2 は

歩道側であり，ウイング上部の耐雪状況が除雪などによ

って異なり，水分供給の程度が異なる可能性が考えられ

るが，今後検討が必要である。C 橋は L 側（No.1 側）を

S52 に歩道拡幅したため，No.1 と No.2 で供用年数が異

なる。No.1 は供用年数が今回調査の中で最も短く，劣化

の程度も最も小さい。一方，No.2 は供用年数 48 年と今

回調査の中で最も長く，南面であるが，その相対動弾性

係数は約 70%程度と A 橋の No.1，2（供用年数 34 年，

北面）とほとんど変わりない。 

 ASTM 相当サイクルと基準化凍結融解サイクルの比較

では，ASTM 相当サイクルは相対動弾性係数が 90%を下

回ると劣化速度が速くなると仮定しているのに対して，

基準化凍結融解サイクルでは一定速度で劣化していく

ことから，一定の相対動弾性係数に達するまでの算出年

は ASTM 相当サイクルの方が基準化凍結融解サイクル

の方よりも短くなる。 

 上記のようなことから，予測手法による算出年と実際 

の供用年数を比較すると，ASTM 相当サイクルの方は算出

年が実際の供用年数をすべて下回っているが，基準化凍

結融解サイクルの中には算出年が実際の供用年数を上

回るものもある。しかし，実構造物の劣化程度そのもの

にばらつきがあり，比較データもばらついたため，今後

表－3 供用年数と劣化予測による算出年 

 コア VL 供用

番号 (m/s) 年数

No.1 A1ウイングＬ側 北西 3659 70.0% 34 18.7 37.2
No.2 A1竪壁Ｌ側 北西 3684 71.2% 34 18.4 35.7
No.3 A1竪壁正面 桁下 4203 100.0% 34 － －
No.1 A1ウイングＲ側 南 3711 72.5% 34 12.5 23.5

No.2 A2ウイングＬ側 北 3485 62.0% 34 20.6 47.0
No.1 A1ウイングＬ側 北 4012 88.6% 29 14.2 14.1
No.2 A1ウイングＲ側 南 3671 70.6% 48 12.8 25.1

※VL(m/s)はコア深さ1.3cmの超音波伝播速度測定結果。

　なお、Ａ橋のNo.3は健全部である。

採取位置
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図－4 供用年数と劣化予測による算出年
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は，実構造物データを増やすなどして，精度向上を図り

たい。 

4. まとめ 

 今回の調査では，これまでにストックされた貴重な情

報を分析し，その結果，凍害に影響を及ぼす比較的重要

な因子を抽出することができた。 凍害の劣化予測技術

は実環境下のコンクリート構造物の適切な維持管理や

耐久性評価に不可欠な技術である。 

 今後は，抽出した外部環境因子が実構造物の劣化に及

ぼす影響について定量的に明らかにしていくとともに，

実構造物データを増やすなどして，精度向上を図り，劣

化予測手法の確立に取り組んでいきたい。 
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